行政委員に対する月額報酬支払差し止め住民監査請求
２００９（平成２１）年５月１５日

　仙台市民オンブズマン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 何が問題か・・・行政委員＝「ノンワーキングリッチ」が税金を食っている！

　全国に１５００万人のワーキングプアがいる中で、月に１，２回、２時間程度しか出勤しないで、月２０万円以上も公金をもらう「ノーワーキングリッチ」がいる実態にメスを入れる。

　すでに、神奈川県では、見直しを決定。大阪府、山口県では、見直しを検討。栃木、香川で、監査請求が行われている。

　全国の地方自治体で、地方自治法の趣旨に基づいて、勤務日数に応じた報酬の支給に是正すれば、約１００億円の経費削減になる。

· 情報公開請求で明らかになった宮城県の実態（平成１９年度）
	
	　　　　　月額報酬
	　　年間勤務日数（月平均）

	労働委員会
	２２万１０００円（２４万１０００円）
	６～４９日（０．５～４日）

	収用委員会
	１７万１０００円（２０万６０００円）
	１８～２４日（１．５～２日）

	選挙管理
	２０万２０００円（２４万１０００円）
	２０～６１日（１．６～５日）

	公安委員会
	２０万２０００円（２４万１０００円）
	６１～１２３日（５～１０日）

	監査委員会
	１４万１０００円
	３～４８日（０．２５～４日）

	教育委員会
	２０万２０００円（２４万１０００円）
	１０～１７日（０．８～１．４日）

	人事委員会
	２０万２０００円（２４万１０００円）
	２４～６８日（２～５．６日）

	海区漁業
	　４万５０００円（５万９０００円）
	４～１５日（０．３～１．２日）

	内水面漁業
	４万５０００円（５万９０００円）
	３～５日（０．２５～０．４１日）


· 問題点

　➀　地方自治法の趣旨に明らかに違反している。

②　税金の無駄遣い

③　社会的不公正（委員は、学者、弁護士、医師、会社役員等）

母子家庭。10才と12才の男の子をもつＳ（３１）さん。福島県で4.5万円の家賃のアパートに３人で住み、夜中はコンビニ弁当の生産を各工場にふりわける仕事、昼間は建設会社の事務の仕事をしている。こうやって月給は18.2万円だという。子どもたちの学資など必要な控除をすると、食費など裁量が効く費用のために残るのは２万円余。２万円。２万円で母子３人が食べていく。2006年12月10日放映のNHKスペシャル「ワーキングプアII　努力すれば抜け出せますか」
　④　高額の報酬＝「甘い椅子」を与える結果、県に有利な判断をさせる御用委員会となる危険性
· 国の場合は？

行政委員（選挙管理委員、中央労働委員）等は、日額３万７０００円以内で、各庁の長が定める日額制となっている。

　　　宮城県建設工事紛争審査会の調停委員　　１回２時間程度で、１万円のみ
· 今後の取り組み

　➀　仙台市についても監査請求

2 県が改めなければ、差止訴訟を提起する。

3 全国にも同様の取り組みを呼びかけていく。

以上

